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鎌倉都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の変更（神奈川県決定）

都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針を次のように変更する。

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

「別添のとおり」
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理 由 書

本区域は、三浦半島の基部に位置し南は相模湾に面し、温暖な気候と山、海の豊かな自然に恵まれ

た都市であり、「くらしに自然・歴史・文化がいきる古都鎌倉」を基本理念とし、「古都として

の風格を保ちながら、生きる喜びと新しい魅力を創造するまち」の実現を目指しているものです。

本区域における以上のような都市の将来像について、平成 年に実施した都市計画基礎調査

結果等を踏まえ、都市の発展の動向、人口、産業の現状及び平成 年を目標年次とした将来の見

通し等を勘案し、主要な土地利用、都市施設及び市街地開発事業についてのおおむねの配置、規

模等を定め、一体の都市として整備、開発及び保全を図るため、本案のとおり変更するものです。
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理 由 書

本区域は、三浦半島の基部に位置し南は相模湾に面し、温暖な気候と山、海の豊かな自然に恵まれ

た都市であり、「くらしに自然・歴史・文化がいきる古都鎌倉」を基本理念とし、「古都として

の風格を保ちながら、生きる喜びと新しい魅力を創造するまち」の実現を目指しているものです。

本区域における以上のような都市の将来像について、平成 年に実施した都市計画基礎調査

結果等を踏まえ、都市の発展の動向、人口、産業の現状及び平成 年を目標年次とした将来の見

通し等を勘案し、主要な土地利用、都市施設及び市街地開発事業についてのおおむねの配置、規

模等を定め、一体の都市として整備、開発及び保全を図るため、本案のとおり変更するものです。

鎌倉・整開保－

－序－

■ 都市計画区域マスタープランとは

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 以下「都市計画区域マスタープラン」という。 は、

都市計画法第６条の２の規定に基づき、都道府県が、当該都市の発展の動向、当該都市計画区域

における人口、産業の現状及び将来の見通し等を勘案して、広域的な見地から、中長期的な視点

に立った都市の将来像を明確にするとともに、その実現に向けての大きな道筋を明らかにするも

のである。

都市計画区域マスタープランは、広域的な土地利用、都市施設等について、将来のおおむねの

配置、規模等を示すもので、都市計画区域について定められる個々の都市計画は、都市計画区域

マスタープランが示す都市の将来像及びその実現に向けた大きな道筋との間で齟齬がないよう定

めることになる。

本県では、清川村を除く 市 町に の都市計画区域を指定しており、また、土地利用、流

域等の自然的条件、通勤・通学や商圏等の生活圏、交通ネットワーク等を踏まえ、複数の都市計

画区域からなる５つの広域都市計画圏を設定している。

鎌倉都市計画区域は、鎌倉市の行政区域を範囲としており、県土の南東部に位置する三浦半島

広域都市計画圏の一部を構成している。

なお、本県における都市計画区域は、おおむね行政区域に等しく定めているが、隣接・近隣す

る都市計画区域や行政区域等の広域的な課題に対応するため、第１章では、都市計画区域外を含

む県全域を５つに分割した各都市圏域の都市づくりの方針等を定め、第２章では、各都市計画区

域における方針等を定めている。

※１ 三浦半島広域都市計画圏は、４市１町 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市及び葉山町 の

都市計画区域で構成されている。

※２ 三浦半島都市圏域は、４市１町 横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市及び葉山町 の行政区

域で構成されている。

− 83 −



鎌倉・整開保－

第１章 三浦半島都市圏域の都市計画の方針

１ 県全域における基本方針

１ 都市づくりの基本方向

① 県土・都市像

本県は、 平成 年を展望した県土・都市像を『地域の個性を伸ばし､やすらぎと活力を

感じる都市 かながわ』とし､県民一人ひとりが生き生きとくらすことのできる､活動の場にふさ

わしい機能と空間を備えた県土・都市づくりを目指す。

県土・都市像の実現にあたっては、「環境共生」と「自立と連携」の２つの県土・都市づく

りの方向性を定め、県民・市町村との協働のもとに、総合的かつ計画的な都市づくりを展開する。

その際、少子高齢化の進行や将来の人口減少社会の到来などに備え､従来の「開発基調・量的

拡大」から「質的向上・県土の利用と保全」を重視する方向へと転換し､地域の個性を生かし､社

会経済の動向や環境・生活の質の向上に配慮し､選択と集中による社会資本整備､既存ストック※

の有効活用､都市づくり関連制度の積極的な運用等の“都市を運営していく”といった観点から

進めることで、次の世代に引き継げる持続可能な県土・都市づくりを実現する。

特に、東日本大震災等大規模な災害を踏まえ、これからの都市づくりの新たな課題として、

「大規模災害からいのちを守る都市づくり」を加え、防災力と減災力を高める取組を強化する。

※ 既存ストック： これまで整備された施設等、現在に蓄積された資源のこと。
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